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研究要旨 

第4期がん対策推進基本計画では、がん検診受診率を正確に把握することを取り組むべき施策として掲げ、

がん検診の受診率の目標値を60％と設定した。しかし、その計測データソースである国民生活基礎調査はサ

ンプリング調査による自己申告であり、三年おきの調査であるため、より正確な計測方法が求められてい

る。本研究は、日本で利用可能なデータソースを用いてがん検診受診率を正確に推計する方法を確立するこ

とを目的とする。令和5年度はデータソースの利用可能性と測定項目を調査した。国民生活基礎調査、地域保

健・健康増進事業報告、保険者データヘルス全数調査、JMDCデータ、協会けんぽデータなどを検討した。各

データソースの特徴や限界を整理した。地域保健・健康増進事業報告は住民基本台帳を分母とし、国保対象

者の受診状況が把握できるが、集計データのみ利用可能。LIFE studyは匿名化された詳細な分析が可能であ

る。職域データは全数把握や個別受診状況の把握が困難であることがわかった。各データベースに制約はあ

るものの、複数のデータソースを活用し、正確な受診率の推計のための方法を検討していく。 

 

Ａ．研究目的 

 令和5年3月に閣議決定された国の第4期がん対

策推進基本計画の「がんの二次予防（がん検

診）」において、「国は、受診率向上に向けて、が

ん検診受診率をより正確かつ精緻に、また、個人

単位で把握することができるよう検討する。」と

いう点を取り組むべき施策として掲げている。ま

た、個別目標として、「がん検診受診率を向上さ

せ、指針に基づく全てのがん検診において、受診

率60％を目指す」として数値目標を掲げており、

がん検診の受診率はロジックモデルにおける中間

アウトカム指標として設定されている。このがん

検診の受診率は国民生活基礎調査による推計値が

想定されているが、国民生活基礎調査は質問票調

査であることから、記憶違いによる偏り、質問票

の変更による影響、医療保険を用いた検査の混入

などがあるため、正確性に問題があり、より質の

高い受診率の指標を求める声がある。本研究では

日本で利用可能な各種データソースを用いて、が

ん検診受診率をより正確かつ精緻に推計すること

を目的とする。 

 令和5年度は日本において利用可能なデータソ

ースについて調査し、利用可能性および測定可能

な項目について検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

 以下のデータソースについて、がん検診受診率

の計測に関して、対象者や計測項目について検討

し、整理した。 

 

＜全体＞ 

・国民生活基礎調査 

 

＜地域＞ 

・地域保健・健康増進事業報告 

・自治体事業データ（LIFE study） 

 

＜職域＞ 

・保険者データヘルス全数調査 

・JMDCデータ 

・協会けんぽデータ 

 

Ｃ．研究結果 

 表1に各データベースによるがん検診受診の把握

に関する特徴についてまとめた。全国のがん検診

受診率を推計する国民生活基礎調査は職域・地域

と個人での受診に関する情報が得られるが、自己

回答である点と3年おきにしか計測できない点、ま

た、市区町村単位での把握ができないため、各自

治体の取り組み状況とのリンク（個別施策・アウ

トプット指標と中間アウトカムとの関連をみるこ

と）が困難である点が浮き彫りとなった。 

 地域でのがん検診実施状況はe-Statに掲載され

ている「地域保健・健康増進事業報告」により把

握が可能である。全住民（住民基本台帳）を分母

とし、自治体での実施件数が報告されている。ま

た、全ての自治体ではないが、国保対象者数と国

保対象者のうちのがん検診受診者数も提示されて



20 
 

いるため、国保対象者の検診受診率と、全住民で

の検診受診率との差から、国保以外での受診状況

が把握可能である。しかし、集計データのみの利

用が可能な状況である。 

 地域におけるがん検診実施の個別データに関し

ては、一部自治体に限られるが、LIFE studyとい

う自治体の事業データを収集し、リンケージし、

匿名化した上で研究利用をできる研究プロジェク

トがあり、このデータへの利用申請を行った。全

住民のデータで国保対象か否か、検診受診の有無

に関し、個別データによる詳細な分析が可能とな

り、本研究の受診率推計に部分的に利用可能であ

る資料となる。 

 職域のがん検診の全数把握とされる保険者デー

タヘルス全数調査は、保険者単位の報告データと

なるため、未回答の保険者もあり、全数が把握で

きているわけではない。個人単位でのデータの利

用可能性について、外部提供は不可とされてお

り、協会けんぽデータの収集もできていないた

め、データ収集元である厚生労働省の部局とデー

タ利用に関しての相談が必要となる。 

 他に職域データベースとしてのJMDCデータは

JMDCにデータ提供をしている健康保険組合の加入

者（本人・家族）のレセプト情報を収集・提供し

ている商用データベースである。匿名化されてお

り、企業単位の分析は不可能である。そのため、

企業として検診を提供している企業を特定し、そ

の加入者を分母とした受診状況を把握し、受診率

を算出するということはできない、と正式に提供

元より回答を得た。しかし、職域での受診対象と

考えうる集団における診療の場面における「検診

類似行為」の実施割合の算出は可能である。 

 もう一つの職域データベースとしては協会けん

ぽデータがある。これまでにも、がん検診の精度

管理などで使用されてきた経緯もあり、検診受診

率把握に使用できるデータベースとして期待でき

る。これまで、全国データは公募研究としての利

用がなされてきたため、公募により利用できるか

などの検討が必要である。各支部単位での研究利

用も過去に報告があるため、利用可能性について

引き続き調査を行う。 

 

Ｄ．考察 

 がん検診受診率の正確な推計のために、現状で

利用できるデータベースについて、がん検診受診

に関してのデータの利用可能性について、調査

し、整理を行った。 

 国民生活基礎調査、LIFE study、JMDCデータに

関しては、個別データの利用が可能となっている

ため、令和6年度には、分析を進め、全体の推計に

必要な各種集計を進めていく。 

 完璧なデータセットは存在していないため、複

数のデータソースを複合的に活用し、全体のがん

検診受診率を推計するための方法を検討してい

く。 

 がん検診の受診に関しては、分母となる対象住

民の加入保険の状況や職業、勤務先の企業の規

模、地域属性、居住地の検診提供体制などが関わ

るため、それらの情報についても収集を行ってい

く必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 がん検診受診率の推計を行うために必要なデー

タソースを検討し、利用可能性について整理し

た。 
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け
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診
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の
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ー
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ー
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整
理
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ー
タ

ソ
ー

ス
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調

査
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分

母
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診
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診

の
項

目
 

デ
ー
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用
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能
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査
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ン
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ン
グ
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（
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お
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答

）
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で
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の
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あ

る
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の

集
計

デ
ー

タ
が

公
開
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れ

て
い

る
。
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次

利
用
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請

に
よ

り
個

別
デ

ー
タ

の
利

用
が

可
能

。
 

地
域
保
健

・
健
康

増
進

事
業
報
告

 
地

域
 

集
計

値
の

収
集

 
（

毎
年
度

）
 

全
住
民
／

国
保
対

象
者

 
実
施
件
数

 
e-
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at

の
集

計
デ

ー
タ

が
市

区
町

村
別

に

公
開

さ
れ

て
い

る
。

一
部

集
計

値
を

提
出

し
て

い
な

い
自

治
体

も
あ

る
。

 
自
治
体
事

業
デ
ー

タ

（
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 s

tu
dy

）
 

地
域

 
全

数
調
査

 
（

毎
年
度

）
 

全
住
民
／

国
保
対

象
者

 
自
治
体
事

業
の
実

施
状
況

と

し
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把
握

可
能
。

 
研

究
と

し
て

の
利

用
申
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を

行
い
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個

別

デ
ー

タ
が
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用
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一

部
自

治
体

に
限

ら
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る
。

 
保
険
者
デ

ー
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ヘ
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。

た
だ

し
、

企
業

単
位

の
分

析
は

で
き

な
い

。
 

協
会
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ん

ぽ
デ
ー

タ
 

職
域

・
診

療
 

レ
セ

プ
ト
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報

 
（

毎
年
）

 
協
会
け
ん

ぽ
加
入

者
（
本

人
・
家
族

）
 

あ
り
。
診

療
と
し

て
の
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診

類
似
行
為

も
把
握

可
能
。

 
全

国
デ

ー
タ

は
公

募
で

可
能

か
も

し
れ

な

い
。

地
域

別
は

各
支

部
と

要
交

渉
。
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